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Ⅰ 趣旨

１ 県民の安全確保を第一として、放射性物質の大量放出前に国及び関係機関と連携し
た予防的な防護措置を基本とするが、さらに事態が悪化したことにより原子力施設か
ら放射性物質が放出された場合に避難等の防護対策を講じ被ばくを抑えること。

２ そのために必要な情報は、迅速に収集し共有及び公表すること。

（１）東京電力や国（原子力規制委員会等）から、事故情報等を迅速に収集する

（２）収集した情報は、災害対策本部内で迅速に共有する
（３）収集した情報は、オフサイトセンターと連携し、災害対策本部広報班等を通じて

関係市町村や関係機関及び県民に的確に提供する

３ 環境放射線モニタリング体制を平時より確立し、緊急時においては国と連携のうえ、
避難等の防護対策に必要なデータを迅速に取得し、情報共有を図ること。

Ⅱ 原子力班体制

１ 原子力班の設置経緯

東日本大震災及び東京電力福島第一原子力発電所による原子力災害の経験において
は、自然災害に続き原子力事故が発生したため、各機能班は、地震・津波等の対応に
忙殺されており、後発の原子力災害対応への十分な対応が困難であったことから、そ
れまで各機能班が担っていた原子力発電所の情報収集やモニタリング等を集約し、原
子力班を設置したものである。
地域防災計画においては、平成２４年１１月修正において位置付けられたものであ

り、原子力災害対策編のみならず震災対策編においても設置するものとしている。
このため、大地震等の自然災害で災害対策本部が設置される場合、原子力班も必ず

設置されることに留意する必要がある。

２ 災害対策本部事務局内の位置付け

原子力班は、災害対策本部事務局内に、事務局長及び事務局次長のもと、１１班の
機能班のひとつとして設置される。
また、原子力災害においては、災害対策本部の設置と同時に、現地災害対策本部及

び災害対策地方本部が設置される規定となっている。
なお、現地災害対策本部については、緊急事態応急対策等拠点施設（オフサイトセ

ンター）に設置されるものとされていたが、現在、同施設が使用できないことから、
現地災害対策本部の機能については、当面、災害対策本部の各機能班が代行するもの
としている（根拠：地域防災計画（原子力災害対策編））。
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【県災害対策本部組織編成表】

災害対策本部
本部長（知事）

副本部長（副知事）

総 危 企 避 文 生 保 こ 商 観 農 土 出 病 企 教 警 原
務 機 画 難 化 活 健 ど 工 光 林 木 納 院 業 育 察 子
部 管 調 地 ス 環 福 も 労 交 水 部 局 局 局 長 本 力
長 理 整 域 ポ 境 祉 未 働 流 産 長 長 長 長 部 損

本 部 部 復 ー 部 部 来 部 課 部 長 害
部 長 長 興 ツ 長 長 局 長 長 長 賠
員 局 局 長 償

長 長 担
当
理
事

災害対策本部事務局
事務局長（危機管理部長）

事務局次長（危機管理部政策監）

総
括
班

広情通広渉活救物原警 プ
域報信報外動援資子察 ロ
応班班班班支班班力班 ジ
援 援 班 ェ･ 班 ク
避 ト
難 チ
班

ー

ム

災害対策本部 部･班

総危企避文生保商観農土出病企教警 災 現
務機画難化活健工光林木納院業育察 害 地
部管調地ス環福労交水部部部部部本 対 災
理整域ポ境祉働流産 部 策 害
部部復 ー 部部部部部 地 対

興ツ 本 方 現 策
部部 部 本 地 本

長 部 本 部
： 部
地 長

各班 方 ：
振 副
興 知
局 事
長
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【現地本部組織表】（現在、本部が代行している）

現地本部長 現地本部副本部長 連 絡 調 整 班 長 連絡調整班員
(副知事) (相双地方振興局長)

(原子力安全対策課主幹)
危機管理総室職員

(危機管理部政策監) 相双地方振興局職員
その他派遣要員

副 班 長
(相双地方振興局県民環境部長)

(災害対策課主幹)

国からの派遣専門家 緊急時モニタリング班長 緊急時モニタリング要員
国からの派遣職員 (環境創造センター環境放射線センター所長） 国からの派遣要員

放射線監視室職員
環境創造センター職員

副 班 長 各地方振興局職員
(環境創造センター環境放射線センター次長） その他派遣要員
(環境創造センター福島支所長)

医 療 班 長 医療班員
(次長(健康衛生担当)又は 国からの派遣要員
地域医療課長) 日赤からの派遣要員

医師会からの派遣要員
副 班 長 保健福祉事務所職員
(相双保健福祉事務所長) 県立病院職員

県立医大附属病院職員
保健福祉総室職員
健康衛生総室職員
その他の派遣要員

警 察 班 長 警察班員
(警察本部外事課長) 災害対策課員

所轄警察署員
副 班 長
(双葉警察署副署長)

防災関係機関派遣連絡員（※）
東京電力、自衛隊、東日本旅客鉄道、
関係市町村、海上保安部、関係市町村を管轄
する消防本部、その他知事が必要と認める機関
の要員

※ ただし、原子力合同対策協議会が設置され、これらの関係機関が当該協議会の構成員となる場合を除く。

【災害対策本部事務局による現地本部の代行】

現地本部 災害対策本部事務局

連絡調整班 総括班

緊急時モニタリング班 原子力班

医療班 救援班

警察班 警察班
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３ 原子力班の構成

原子力班は、原則として原子力安全対策課および放射線監視室の職員で構成するもの
とし、班長（課長）の下、４チーム（総合調整、防災、発電所監視、放射線監視）、計
２２名となる。

１ 総合調整チーム
２ 防災チーム
３ 発電所監視チーム
４ モニタリング（放射線監視）チーム

また、現地災害対策本部の機能は当面災害対策本部事務局が担うこととされているこ
とから、緊急時モニタリング班（１２名）の機能を原子力班の役割とするとともに、オ
フサイトセンターの県要員（４名）について原子力班から派遣する。
なお、人数からは専門員と派遣職員は除いている。

【原子力班体制図】
１原子力班長

（原子力安全対策課長）

２ 副班長 ３副班長
（副課長兼主任主査） （放射線監視室長）

４ ４ ５発電所 ６放射線
総合調整 兼務 防災 監視 兼務 監視 ＯＦＣ
チーム 担当 チーム チーム 担当 チーム 緊急時モニ 派遣要員

タリング班
（６名） （３名） （６名） （４名） ＜４名＞

＜１２名＞

役割 担当 主たる業務箇所
（班長・副班長・チーム長）

１ 班長 原子力安全対策課長 災害対策本部

２ 副班長 副課長兼主任主査 災害対策本部

３ 副班長 放射線監視室長 災害対策本部

４ チーム長（総合調整チーム・ 各チームの上席の職員 災害対策本部
防災チーム）

５ チーム長（発電所監視チーム）各チームの上席の職員 災害対策本部

６ チーム長（放射線監視チーム）各チームの上席の職員 災害対策本部
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４ 原子力班の業務

（１）地域防災計画（原子力災害対策編）における規定

１ 緊急時モニタリングに関すること。
２ 原子力発電所の被害状況に関すること。
３ 原子力災害対策特別措置法に基づく通報連絡に関すること。
４ 各班及び現地災害対策本部等への情報提供（原子力発電所の被害状況、原災法に基
づく通報連絡）に関すること。

５ 防災関係機関等への情報提供（原子力発電所の被害状況、原災法に基づく通報連絡）
に関すること。

６ 屋内退避及び避難の指示に関すること。

【主な情報伝達】

国からの避難指示等

東京電力からの通報等

モニタリング結果等

総合調整チーム

防災チーム

発電所監視チーム東京
電力

緊急時モニタ

リング班（環境

創造センター環境

放射線センター）

原子力

規制委

員会

総括班

情報班

広報班

オフサイト

センター

通報

連絡

関係機関等

関係機関等 関係市町村 緊急時モニタリ

ングセンター

（国）

報道機関

ﾂｲｯﾀｰなど

（避難指示等）

（プラント情報等）

原子力班

県災害対策本部

※緊急時モニタ

リングセンター

（EMC）が立ち上

がったのちは、E

MCに合流する。

モニタリング（放

射線監視）チーム

調整・報告

調整・報告

調整・報告

調整・報告

（自治会館６階）

（避難指示等）
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（２）各チームの業務分担
○ 総合調整チーム

（１）各班との連絡調整
（２）各チームが受信・作成した情報等に基づく広報の調整（総括班、広報班及びオ

フサイトセンターと連携し、合同で記者会見・情報提供等）
（３）本部員会議へ提出する資料の調整
（４）要員、受援体制（要員、資機材等）の調整
（５）他班からの問合せ対応
（６）日報等とりまとめ（班の活動記録）

○ 防災チーム

（１）情報収集
ア 原子力規制委員会等からの通報連絡の受信
イ テレビ等での報道内容の把握
ウ 隣接県からの連絡受信

（２）地方本部、関係機関及び市町村への連絡
ア 原子力規制委員会等からの通報連絡
イ 発電所監視チームが受信した通報連絡（情報班と連携）
① 安全確保協定に基づく通報連絡
② 原災法に基づく事業者の通報連絡

ウ 放射線監視チームが集約したモニタリング結果
（３）日報等作成（通報受信記録、チームの活動記録）

○ 発電所監視チーム

（１）情報収集、共有
ア 原子力発電所のプラント情報の把握
① 安全確保協定に基づく事業者からの通報連絡の受信
② 原災法に基づく事業者からの通報連絡の受信
③ オフサイトセンターＴＶ会議の傍聴
④ 事業者のヒアリング

（２）日報等作成（通報受信記録、チームの活動記録）

○ モニタリング（放射線監視）チーム

（１）モニタリング計画の情報収集・共有
ア 国（緊急時モニタリングセンター、オフサイトセンター放射線班）との調整・連携
イ 他部局、市町村等との調整
ウ 環境創造センター環境放射線センター（緊急時モニタリング班）との調整

（２）モニタリング結果の集約
（３）報告書の作成、オフサイトセンターへの報告
（４）日報等作成（報告書とりまとめ、チーム活動記録）
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Ⅲ 原子力班の設置（活動の開始）

１ 活動基準について

県災害対策本部は平成２３年３月１１日から設置されており、福島第一原子力発電所
の原子力緊急事態宣言（原災法第１５条）は継続しており、県災害対策本部は、総括班
及び原子力班が活動を継続しており、原子力班では緊急時モニタリング活動、原子力発
電所の被害状況等の情報収集活動及びオフサイトセンターへの要員派遣などを行ってい
る。
一方、新たな異常事態の発生又はそのおそれが生じた場合は、災害対策課（総括班）

が事務局要員を招集し、他の機能班を立ち上げ、活動を開始する。

県災害対策本部の設置基準は、以下のとおり。（地域防災計画（原子力災害対策編））
なお、立地町で震度４以上が観測され、以下の基準に該当しない場合にあっても、発

電所監視チーム、モニタリングチームを中心として、情報収集を行い、情報共有を図る。

１ 発電所の原子力防災管理者から警戒事象発生の通報を受け、知事が必要と認めた場
合。

２ 発電所の原子力防災管理者から、原災法第１０条の特定事象発生の通報を受けた場
合。

３ 県が設置しているモニタリングポスト等により、特定事象発生の通報を行うべき数
値（５マイクロシーベルト／時）の検出を発見し、原子力防災専門官により発電所に
よるものと確認された場合。（なお、避難指示区域については、バックグラウンドの
毎時放射線量を考慮し、毎時放射線量（３ヶ月平均）＋５マイクロシーベルト/時検
出時とする。）

４ 内閣総理大臣が本県に係る原子力緊急事態宣言を発出した場合。

５ その他、知事が必要と認めたとき。

２ 活動概要について

（１）情報収集事態が発生した場合
原子力班は、情報収集事態（立地町において震度５弱以上の地震）の発生を認知し

た場合には、連絡体制を確立するものとする（なお、県内で震度５弱の地震が観測さ
れたときは特別警戒配備体制（危機管理総室全員体制）となる）。また、情報収集事
態の発生を認知したことについて、関係市町村及び関係する指定地方公共機関に連絡
するものとする。

（２）警戒事態が発生した場合
原災法第10条に基づく通報事象（特定事象）には至っていないが、その可能性のあ

る事故・故障若しくはそれに準ずる事故・故障であって、原子力規制委員会が警戒事
象と判断する事象。原子力班は、原子力規制委員会若しくは原子力事業者から通報・
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連絡を受けた場合など、警戒事態の発生を認知した場合には、連絡体制の確立等の必
要な体制をとるものとし、関係市町村及び関係する指定地方公共機関に連絡するもの
とする。

（例：使用済燃料貯蔵槽の水位を維持出来ない、使用済燃料貯蔵槽の水位を一定時間以上
測定出来ない場合等）＜＜参考４・別紙１＞＞

（３）施設敷地緊急事態（原災法第１０条通報）が発生した場合
発電所において、施設敷地緊急事態（原災法第１０条に基づく通報事象（特定事象））

が発生した場合には、原子力班は、発電所からの特定事象発生等の通報、国からの連絡、
その他必要と思われる事項について、関係市町村及び防災関係機関等に直ちに連絡する。
また、原子力班は、発電所からの通報がない状態において、県が設置しているモニタリ

ングポスト等により特定事象発生の通報を行うべき数値（５マイクロシーベルト/時）の
検出を発見した場合は、直ちに原子力防災専門官に連絡する。なお、避難指示区域につい
ては、バックグラウンドの毎時放射線量を考慮し、毎時放射線量（３ヶ月平均）＋５マイ
クロシーベルト/時検出時とする。
原子力班は、国、関係市町村、防災関係機関との間において、発電所から通報を受けた

事項、各々が行う応急対策活動の状況等を随時連絡するなど連絡を密にする。
（例：使用済燃料貯蔵槽の水位が照射済燃料集合体の頂部から上方２メートルの水位まで
低下した場合、原子力事業者の区域の境界付近等において原災法第１０条に基づく通報の
判断基準として政令等で定める基準以上の放射線量又は放射性物質が検出された場合等）
＜＜参考４・別紙１＞＞

（４）全面緊急事態（原災法第１５条通報）が発生した場合
発電所において、全面緊急事態（原災法第１５条に基づく通報事象）が発生した場合、

原子力班は、発電所から特定事象が原災法第１５条に該当した場合の報告、国からの緊急
事態応急対策に関する事項の指示及び緊急時放射線モニタリング情報やその他必要と思わ
れる事項等について、関係市町村及び関係機関に直ちに連絡する。
（例：使用済燃料貯蔵槽の水位が照射済燃料集合体の頂部の水位まで低下した場合、原子
力事業者の区域の境界付近等において原災法第１５条に基づく緊急事態宣言の判断基準と
して政令等で定める基準以上の放射線量又は放射性物質が検出された場合等）
＜＜参考４・別紙１＞＞

（５）県内市町村等に対する情報提供
原子力班は、県内市町村（関係市町村を除く）、県内各消防本部（関係市町村を管轄す

る消防本部を除く）及び指定地方公共機関に対し、発電所からの特定事象発生等の通報、
発電所からの特定事象が原災法第１５条に該当した場合の報告及び緊急時モニタリング情
報等、その他必要と思われる事項について、総合情報通信ネットワークや電子メール等に
より速やかに連絡するものとし、重要な指示等については、電話等でその着信を確認する。

【活動開始の基準概要】

契 機 内 容 備 考

地震（震度４以上） 立地町（楢葉町、富岡町、大熊町、双葉町）で震度 原子力安全対策
４以上の地震が観測された場合 課として活動

津波注意報 また、沿岸に津波注意報が発令された場合

情報収集事態 立地町において震度５弱以上の地震が観測された場
合
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警戒事態発生 原子力規制委員会もしくは事業者（東京電力）から 災害対策本部
（警戒事象通報） 県へ警戒事態発生の通報があった場合で、知事が必 として活動

要と認めた場合

施設敷地緊急事態発生 事業者（東京電力）から県へ施設敷地緊急事態発生
（原災法第10条通報） の通報があった場合

モニタリングポスト異 県が５マイクロシーベルト／時超過を検出し、原子
常値検出 力防災専門官が発電所起因と判断した場合。

なお、避難指示区域については、バックグラウンド
の毎時放射線量を考慮し、毎時放射線量（３ヶ月平
均）＋５マイクロシーベルト/時超検出時。

全面緊急事態の発生 事業者（東京電力）から県へ全面緊急事態発生の通
（原災法第15条通報） 報があった場合
原子力緊急事態宣言の 内閣総理大臣が原子力緊急事態宣言を発出した場合
発出 （県への通報がある）

9



Ⅳ 各チームの業務詳細

１ 各チーム共通事項

○ 要員の参集
勤務時間外の場合、「原子力安全対策課・放射線監視室緊急時連絡網」に基づき、

電話等により職員に参集を指示する。

○ 被害状況の確認
・ 原子力班の通信機器等の被害状況を把握し、必要に応じ保守業者へ対応を指示す
る。（ラミセス、テレメータシステム、緊急時連絡網システム、テレビ会議システ
ム、衛星携帯電話など）

○ 機器等の確認・立ち上げ（主として防災チーム）
・ 通報連絡用機器（電話、ファクシミリ）、テレビ会議システムの立ち上げを行う。
また、衛星携帯電話の設置状況の確認、ホワイトボードの設置を行う。

○ 地図、資料等の準備
周辺地図、基礎資料等を準備し、必要に応じ各班、チームと共有する。

○ 要員名簿の作成
名簿（職・氏名、役割分担、活動予定時間等）を作成し、総合調整チームに提出す
る。

○ 通報連絡等の管理
原本は直ちに専用ファイルに保管、配付回覧はコピーとする。

○ 記録の作成及び保管
・電話、来庁者、打合せ等は日時、人名及び概要等を簡潔に記録・保管する。
・チーム内の活動状況を時系列に記録する。

○ 情報の迅速な共有と記録
・重要情報はホワイトボードへ記載し共有する。
・コピーの配付（チーム内、班内）及び配付状況を記録する。

○ 重要案件、通報の班長、事務局長への報告
迅速に情報共有し判断を仰ぐ。

○ 業務引継書の作成
業務を引き継ぐ際は引継書を作成のうえ、チーム長にも提出する。

○ 要員の健康状態等の把握
各チーム長は、要員の健康状態等を把握し、フォローする。
また、長期活動となる場合は、要員のローテーションを設定する。
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２ 総合調整チーム

（１）各班との連絡調整
ア 原子力班要員名簿の作成

各チームが作成する名簿をとりまとめ、総括班に提出
イ 他班から配付された資料等を各チーム及び環境創造センター環境放射線センタ

ーに配付
ウ 各チームの資料を必要に応じ他班及び環境創造センター環境放射線センターに

配付
（２）オフサイトセンター福島県班への要員の派遣

総合調整チームから要員を派遣する。なお、あらかじめ指定された要員が派遣で
きない場合は、代替要員を派遣する。なお、派遣要員の主な役割は、オフサイトセ
ンターとの情報共有である。

（３）各チームが受信・作成した情報等に基づく広報調整
広報の実施は広報班の役割であるが、広報内容やタイミングについては、オフサ

イトセンターと連携を図り、合同で行うことを基本とする。
また、内容に応じ関係者（課長等）を同席させる。

ア 広報手段
① 報道要請
② 会見等（定期、臨時）
③ ツイッター、携帯メール
④ ホームページ掲載（広報班を通じ県専用ページへ掲載）

イ 広報内容、説明者等の調整
① プラント状況、事故状況等
② 放射線モニタリング結果
③ 避難指示等の防護対策
④ その他

ウ 会見等の記録（広報班等と連携）
（４）本部員会議等へ提出する資料の調整、作成

各チームが収集作成した資料を集約し、本部員会議等へ提出する資料を作成する。
ア 定期資料
① プラント状況、事故状況のパラメータ（事業者、国資料）
② 応急措置の状況（事業者、国資料）
③ 放射線モニタリング結果（県、国、事業者資料）

イ 随時資料（速やかに報告等を要するもの）
① 異常事象の発生通報
② 放射線モニタリング結果における異常値検出

（５）班内打合せの主宰
ア 参集範囲 班長、副班長及び各チーム長

（内容により事業者を含める）
イ 開催時期 定期的（初期は数時間毎、事態進展が早い場合は１時間毎を目安）

随時（異常事象の発生通報、モニタリング異常値検出など）
（６）要員、受援体制（要員、資機材等）の調整

ア 他道府県、関係機関からの支援要請を各チームと具体的調整
イ 各チームのニーズを取りまとめ、総括班と調整
ウ 班員の勤務体制の検討・調整
・ ２４時間体制となる場合、昼勤・夜勤の設定
・ 長期活動となる場合、勤務ローテーションを設定

（７）他班からの問合せ対応
（８）日報等とりまとめ（班の活動記録）
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３ 防災チーム

（１）情報収集
ア 原子力規制委員会等からの通報連絡の受信
① 受信記録の作成
② 原本の保管、コピー配付（班内、各班）
③ 班長、事務局長への報告

イ テレビ等での報道内容の把握
① 報道要請事項の報道状況の確認
② 未知情報の把握
③ 記録作成、報告

ウ 隣接県からの連絡受信

（２）地方本部、関係機関及び市町村への連絡（通報連絡マニュアル参照）
ア 通報手段（ＦＡＸ送信）
① 原子力防災緊急時連絡網システム（１３市町村、県警、関係４地方振興局、

関係５消防本部、環境創造センター（本
所、環境放射線センター、福島支所）、
隣接県）

② 総合情報通信ネットワーク（４６市町村、関係機関、庁内関係課）
（情報班と連携）

③ ＮＴＴ回線（関係機関）

イ 連絡対象
① 国（原子力規制委員会等）からの指示連絡
② 発電所監視チームが受信した通報連絡
・ 安全確保協定に基づく通報連絡
・ 原災法に基づく事業者の通報連絡

③ 放射線監視チームがとりまとめたモニタリング結果

（３）テレビ会議システム（原子力緊急時連絡網システム）の運用
・ 国、市町村とのテレビ会議の際の機器運用

・場所 自治会館３階特別会議室内に設置されている
・対応 電源投入、配線等の確認
・運用 国主催となる場合、電源を投入し国からの接続を待つ

県が主催する場合、システム予約のうえ、対象市町村に連絡

（４）日報等作成
ア 通報受信、発信記録（ファクシミリ通信記録の保管）
イ チームの活動記録
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４ 発電所監視チーム

（１）情報収集、共有
福島第一原子力発電所と福島第二原子力発電所の同時発災の場合でも的確に対応

できるようそれぞれに担当者を定める。

ア 原子力発電所のプラント情報の把握、共有
立地町における震度４以上であって、原子力班の活動基準に該当しない場合も

プラント情報の収集を行い情報共有を図る。（参考１１）

① 安全確保協定に基づく事業者からの通報連絡の受信

ａ 受信記録の作成
ｂ 原本の保管、コピー配付（班内、各班）
ｃ 班長、事務局長への報告

② 原災法に基づく事業者からの通報連絡の受信
ａ 受信記録の作成
ｂ 原本の保管、コピー配付（班内、各班）
ｃ 班長、事務局長への報告

③ オフサイトセンターテレビ会議の傍聴（オフサイトセンターと連携）
ａ 傍聴記録の作成
ｂ 班長、事務局長への報告

④ 事業者のヒアリング
ａ 記録作成
ｂ 班長、事務局長への報告

イ 記録等の作成

① ホワイトボードへの記録

② 通報受信記録

（２）日報等作成
ア 通報受信記録（ファクシミリ通信記録の保管）
イ チームの活動記録
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５ モニタリング（放射線監視）チーム

（１）モニタリング計画の情報収集・共有

ア 国（緊急時モニタリングセンター、オフサイトセンター放射線班）との調整・連携

イ 他部局、市町村等との調整

ウ 環境創造センター環境放射線センター（緊急時モニタリング班）との調整

（２）モニタリング結果の集約
ア モニタリング計画立案への活用
イ 各チーム、各班への配付

（３）報告書の作成等
ア 報告書の作成
イ 原データとの照合確認
・複数人での確認、確認記録の作成

ウ 各チーム、各班及びオフサイトセンター、環境創造センター環境放射線センタ
ーへの報告

（４）日報等作成
ア 報告書とりまとめ
イ チームの活動記録
① モニタリング結果受信記録

② オフサイトセンター等への報告記録
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